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 仙 台 空 港 鉄 道 株 式 会 社 



（単位：千円）

流動資産 1,362,615 流動負債 341,598

現金及び預金 919,482 1年内返済予定の長期借入金 150,000

有価証券 250,000 未払金 26,544

貯蔵品 73,169 未払費用 43,243

未収金 51,229 未払法人税等 21,500

前払費用 67,811 未払消費税 33,464

その他 923 前受運賃 18,966

賞与引当金 7,516

リース債務 37,647

その他 2,716

固定資産 6,401,917 固定負債 7,545,157

鉄道事業固定資産 4,193,426 長期借入金 7,409,000

有形固定資産 4,143,457 退職給付引当金 34,621

無形固定資産 49,968 リース債務 101,535

投資その他の資産 2,208,490

長期前払費用 1,838,511 7,886,756

投資有価証券 319,970

長期定期預金 50,000 株主資本 △ 122,222

その他 9 資本金 7,129,000

利益剰余金 △ 7,251,222

その他利益剰余金 △ 7,251,222

繰越利益剰余金 △ 7,251,222

△ 122,222

7,764,533 7,764,533

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

科　　　　目科　　　　　目 金　　　額 金　　額

負債及び純資産合計資産合計

純資産合計

（純資産の部）

（負債の部）

負　債　合　計

（資産の部）

 



営業収益 933,959

営業費 1,081,848

営業損失 147,888

営業外収益

受取利息 188

有価証券利息 679

その他 9,294 10,162

営業外費用

支払利息 7,667

その他 34 7,702

経常損失 145,428

118 118

1,146

固定資産圧縮損 118

固定資産撤去費 85 1,351

税引前当期純損失 146,661

法人税、住民税及び事業税 3,880

当期純損失 150,541

   （記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

固定資産除却損

特別利益

補助金受入額

損　益　計　算　書

科　　　　　目 金　　　　額

（単位：千円）

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

特別損失

 



（単位：千円）

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成２８年４月　１日残高 7,129,000 △ 7,100,681 28,318 28,318

事業年度中の変動額

当期純損失 △ 150,541 △ 150,541 △ 150,541

事業年度中の変動額合計 △ 150,541 △ 150,541 △ 150,541

平成２９年３月３１日残高 7,129,000 △ 7,251,222 △ 122,222 △ 122,222

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）

純資産合計

株　主　資　本

株主資本等変動計算書

資本金 株主資本合計

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

 



個 別 注 記 表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券 

 取得価額を計上しております。 

 （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価 

切下げの方法により算定）によっております。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

    定額法によっております。ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち、取替資

産については、取替法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物      １９～３８年 

   建物付属設備   ８～１７年 

   構築物      ７～６０年 

   車両運搬具    ５～１３年 

   機械装置     ５～１７年 

   工具器具備品   ２～１５年 

（２）無形固定資産 

    定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法となっております。 

（４）長期前払費用 

    支出の効果が及ぶ期間で均等償却をしております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額に

基づき計上しております。 



４ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項  

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 ５ 会計方針の変更に関する注記 

  該当ありません。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

１ 有形固定資産の減価償却累計額  

２ 鉄道事業固定資産 

3,655,884千円 

  

有形固定資産 

建物 

車両運搬具   

工具器具備品 

 

1,338,170千円 

323,813千円 

19,056千円      

 

構築物  

機械装置 

     

4,143,457千円 

1,871,013千円 

462,531千円 

 リース資産     128,873千円 

無形固定資産    

３ 固定資産の取得原価から直接控除された国庫補助金等圧縮累計額 

４ 関係団体に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権 

   長期金銭債務 

   

49,968千円 

880,536千円 

 

8,001千円 

7,559,209千円 

                                

   

Ⅲ 損益計算書に関する注記 

１ 営業費                            

    運送費                            

一般管理費                          

    諸税                                

    減価償却費                                                  

                                                         

２ 関係団体との営業取引以外の取引高                                    

 

309,687千円 

152,877千円 

153,344千円 

465,939千円 

 

       15,075千円 

 

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 

１ 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式     142,580 株 

２ 当事業年度における自己株式の種類及び株式数  

   普通株式        20 株（なお、自己株式の帳簿価額はゼロであります） 

 

 



Ⅴ リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具の一部については、オペレー

ティングリース取引により使用しております。また同じく事務機器の一部につい

ては、所有権移転外ファイナンスリース契約により使用しております。 

 

Ⅵ 金融商品に関する注記 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に関する取組方針 

    有価証券及び投資有価証券は、主に一時的な余剰資金の運用を目的としたもので

あり、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に時価や発行体の財

務状況用を把握し、取締役に報告されております。 

   また、資金調達については、設備投資資金（長期）の一部として宮城県からの借

入によっております。 

リスクを伴う投機的な取引は行っておりません。 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 

長期借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、

支払期日に支払を実行できなくなるリスクにさらされております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

    当社は、取引の適正な実行及びリスク管理を目的とした基本方針に基づき、総務

担当部署が関係する社内規程に従い、取締役会の決議または適正な社内手続きを 

   経て実行しております。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

   平成 29 年 3 月 31 日における貸借対照表計算額、時価及びこれらの差額について 

は、次のとおりであります。 

                                                                    (単位：千円) 

区     分 貸借対照表計上額(＊) 時 価（＊） 差 額 

①  現金及び預金    919,482    919,482  － 

②  有価証券及び投資有価証券    569,970  571,712   1,742 

③ 長期借入金(1 年内返済

長期借入金含む) 

  

（  7,559,000 ） 

 

（ 7,559,000 ） 

    

   － 

   （＊）負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

① 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

② 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、日本証券業協会が公表の平均値で計算した価格に

なっております。 



③ 長期借入金 

長期借入金の時価については、将来キャッシュ・フローを同様の新規借入を        

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(注２) 長期借入金の決算日後の返済予定額 

                                  （単位：千円） 

区  分 1 年以内 
1 年超 

2 年以内 

2 年超 

3 年以内 

3 年超 

4 年以内 

4 年超 

5 年以内 
5 年超 

長期借入金 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 6,809,000 

合計 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 6,809,000 

 

 

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等                           （単位：千円） 

属性 会社等の名前 議 決 権 等

の所有（被

所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

 

法人

主要

株主

等 

 

 

宮城県 

 

（被所有） 

直接 

52.87％ 

 

 

役員の兼任 

 

資金借入 

（注）2 

－ 長期借入金  7,559,000 

借入金利息 

の支払 

（注）2 

  7,667 未払費用 

 

209         

業務委託費

の受入 

7,408 未収金 8,001 

 

（注）1 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

2 取引条件ないし取引条件の決定方針等について 

   資金借入の条件は、宮城県の「仙台空港アクセス鉄道整備資金貸付要綱」（平成 27 年 9 月 18 日変更） 

   によっております。 

 

Ⅷ 1 株当たり情報に関する注記 

  1 株当たりの純資産額           △857 円 34 銭 

  1 株当たりの当期純損失        1,055 円 98 銭 

 

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

 


